
第3期介護保険事業（支援）計画以降の動向   
（介護保険事業（支援）計画との関連事項）  

1．第3期介護保険事業（支援）計画  

0 2015年の高齢者介護の姿を念頭に、第3期介護保険事業（支援）計画   

を各自治体は作成。（3期先の第5期計画の最終年度である平成26年度   

を見据えた目標を設定）   

○ 介護予防サービス（地域支援事業、新予防給付）の推進、地域密着型   

サービスの導入 等  

2．医療制度改革（療養病床の再編成）   

○ 療養病床の再編成  

・利用者の状態に応じた施設の適切な機能分担を推進  

t療養病床への介護保険の適用は、平成23年度末まで  

○ 都道府県医療責適正化計画の作成（平成24年度末における療養病床の   

病床数に関する数値目標の設定）  

○ 地域ケア体制整備構想の作成（療養病床の転換過程を示す「療養病床   

転換推進計画」の作成）  

○ 療養病床の再編成に向けた支援策  

・「第3期（平成18～20年度）における必要入所（利用）定員総数の弾力的運用」通   

知（平成19年3月）   

・「第4期（平成21～23年度）における療養病床等の取扱いに関する基本的考え方」   

通知（平成19年6月）   



介護保険事業（支援）計画について  

○ 日常生活圏域の設定  

○ 介護サービス量の見込み  

・地域密着型（介護予防）サービス（市町村及び圏域毎）  

・その他介護給付等対象サービス（介護給付・予防給付）  

○ 認知症対応型共同生活介護、地域密着型特定施設入居者生活介護、地域密着   

型介護老人福祉施設入所者生活介護の必要利用定員総数（市町村及び圏域毎）  

○ 保険料の設定   

○ 市町村長には、認知症対応型共同   

生活介護、地域密着型特定施設入居   

者生活介護及び地域密着型介護老人   

福祉施設入所者生活介護につき、日   
常生活圏域ごとの必要利用定員総数   
を超える場合の指定拒否権限あり  
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○ 都道府県知事には、介護保険施設に   

つき、圏域ごとの入所定員数を超える   

場合の認可拒否権限あり   

○ 介護専用型特定施設について、必要   
利用定員総数を超える場合、指定拒否   
権限あり。（混合型特定施設の場合も   
同様）  

※ 第4期介護保険事業計画の期間は平成21～23年度の3年間  
（第1期：平成12～16年度 5年間 第2期：平成15～19年度 5年間 第3期：平成18～20年度 3年間）   



第3期介護保険事業計画の基本指針  
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0 2015年（平成27年）に向けてこの方向性を推進していくため、3期先の計画   
（～平成26年度）を見据えた目標を設定  

○ 各市町村は、この目標達成に向けた第3期介護保険事業計画（～平成20年度）   
を作成   



療養病床再編成について  

○ 再編成は、平成23年度末まで4年間かけて  
計画的に進めます。   

○ その際の医療療養病床の目標は、国の参酌  
標準を踏まえつつ、各都道府県において関係者で  
議論して設定します。   

○ 都道府県地域ケア体制整備構想で定める療養  

病床転換推進計画は、一方的に作成するのでは  
なく、各医療機関の意向を尊重しつつ、各圏域  
ごとに定めます。   

○ 各医療機関の療養病床が円滑に老健施設等に  
転換できるよう、各般の転換支援措置を講じます。   

○ 再編成に当たっては、ベッドをなくするのではなく、  
円滑な転換によって、入院している方々の追い  
出しにつながらないようにすることが前提です。   

○ 再編成を進めるに当たっては入院患者を第一に  

考え、各都道府県に相談窓口を設置して、住民の  
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方々の相談に応じる体制を整えています。   



療養病床の再編成について  

療養病床の再編成とは、医療の必要性に応じた機能分担を推進することにより、「①利用者の  
実態に即したサービスの提供」、「②人材の効率的な活用」、「③医療・介護の総糞用の減少」を  
図ることを目指すものです。   
■ 医療の必要性の高い人………・・・・…‥…・・ 医療療養病床で対応  

・医療よりもむしろ介護を必要とする人・……・＝＝ 老人保健施設等の介護施設で対応  
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（注）病床数は平成18年10月現在の数値。  



地域ケア体制整備構想の基本的構成  

Ⅰ．地域ケア体制の在り方及び療養病   
床の再編成に関する基本方針  
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Ⅴ．療養病床の転換の推進  
○療養病床を巡る現状と課題  

○療養病床転換推進計画  

・H19～23年度までの療養病床の転換過程を示す  

・次の2点を前提   

①医療費適正化計画に定めるH24年度末の療養病床数の目標達成   

②介護療養病床についてはH23年度末までに転換を円滑に終了  

○療養病床の転換への支援措置   

一都道府県の役割   

■相談体制の構築 

・都道府県の支援措置   



療養病床の円滑な転換を支援するため、医療機関の直面する様々な課題に対応した  
きめ細かな支援措置を講じます。  

第1療養病床に入院していた患者への適切な医療サービスの提供の確保  
（※については今後実施予定）  

利用者に適切な医療サービスが提供  

されるべき   
○療養病床から転換した老人保健施設について、一定の医療機能を評価します。  

①サテライト型施設を多様化します。（再掲）  
②小規模老人保健施設の人員基準を緩和します。  
③医療機関と老人保健施設が併設する場合の設備基準を緩和しています。  ー、．、1  

○病床規模別の転換後の経営モデルの研究を推進しています。  

第3 療養病床の具体的な転換の推進  

棟 の建物■L  （1）様々な基準のために今の病   

をそのまま活用することが難しい  

め に段階的－  （2）介護保険施設に転換するた   

ぢ に職員配置の変更を進める必要がある。  

（3）転換に伴う施設改修のためには費用   

がかかる  

た   （4）転換の   

できない  

ヒします   

二重垂車重≡悪霊ご言霊裏芸琵霊芝設品 
（5）地域の介護保険事業計画では転換   

するための枠が空いていない  



第3期介護保険事業（支援）計画における定員枠の弾力化  
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4施設計   300   ＋ 300   ＋ 300 ＝ 900l  
市町村介護保険事業計画における認知症高齢者グループホーム等の指定枠についても、3年間の合計の新規指定の枠内であれば、同  

様に取り扱う。  

Ⅰ医療区分1の患者が多く、経営困難な医療機関の特例   
第3期の合計の指定枠を超える場合であっても、次のすべての要件を満たす医療保険適用の療養病床については、  

都道府県及び市町村の協議（認知症高齢者グループホームヘの転換の場合は市町村の判断）により、介護保険施設等  

への転換を可能とする。  
① 当該療養病床における医療区分1の患者割合が当該都道府県の平均値を超えていること  

② 転換を認めなかった場合は当該医療機関が存続できなくなると見込まれること  

③ 当該療養病床の転換■存績が地域ケア体制の確保を図る上で必要不可欠であること   
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